
構造関係規定調書（小規模木造建築物） 
 
 既存建築物等については下記のとおりです。 
 
                                                         建築主 氏名            

設計者（  ）建築士（  ）登録第   号 氏名            
 
Ａ 既存建築物の確認(法第3条、第86条の7，令第137条) 

 A 既存建築物の把握 

 (1)確認済証(確認通知書)を取得して 
いるか？ 

 □ Yes 確認年月日    年  月  日 
     確認番号 

 □ No 

 (2)検査済証を取得しているか？ 
 □ Yes 交付年月日    年  月  日 
          検査済証番号 

 □ No 

(3)既存建築物は構造関係規定について現行基準に適合しているか？ 
□  Yes → Ｅへ 

□ No → Ｂへ 

 
Ｂ 増築又は改築をする延べ面積(令第137条の2) 
 (1)既存建築物の延べ面積の1/20以下かつ50㎡以下である。  □  Yes  →  Ｃへ 
 (2)(1)を超え、既存建築物の延べ面積の1/2以下である。  □  Yes  →  Ｄへ 
 (3)既存建築物の延べ面積の1/2を超える。  □  Yes  →  Ｆへ 
 
Ｃ 小規模な増築又は改築をする場合の構造規制(令第137条の2第2号) 

 (1)既存建築物と増築 
  又は改築をする部
  分はEXP.J等で接す
  る。 

 □Yes  (1)増築又は改築する部分は現行の法令に適合させる。  □Yes □No 

 □No 

 (1)増築又は改築をする部分は現行法令に適合させる。  □Yes □No 
 (2)既存建築物に対して、構造耐力上の危険性が増大

しないことを確認している。 
 □Yes □No 

 
Ｄ 既存建築物の延べ面積の1/2以内の範囲で増築又は改築をする場合の構造規制(令第137条の2第1号、H17告566号) 

(1)次のすべてに該当する。 

 

 ｱ 枠組壁工法の建築物であ

る。 

 

 ｲ 基礎が鉄筋コンクリート造

である。 

 

 ｳ 既存建築物の着工時期が

昭和56年6月1日以降 

平成12年5月31日以前で

ある。 

 □Yes   

□No 
 
次のいずれ 
かの構造方 
法を選択 

 □ 

 (基礎補強) 令1号ﾛ・告第二 

 (1)増築又は改築する部分は現行の法令に適合
させる。 

 □Yes □No 

 (2)既存建築物は、次の全てに適合している。  □Yes □No 
 ⅰ 基礎が耐久性等関係規定に適合している。 
 ⅱ 基礎部分を除き現行規定に適合している。 
 ⅲ 基礎がべた基礎又は布基礎である。 
 ⅳ 基礎の補強に関する基準を満たす。 

 

 

 
 

 □ 

 (耐震診断･改修又は新耐震基準建物) 令1号ｲ・告第一1号ｲﾊﾆ 

 (1)増築又は改築する部分は現行の法令に適合
させる。 

 □Yes □No 

 (2)既存建築物と増築又は改築をする部分は
EXP.Ｊ等で接合させる。 

 □Yes □No 

 (3)既存建築物は、次の全てに適合している。  □Yes □No 

 ⅰ 耐久性等関係規定に適合している。 
 ⅱ 耐震診断及び耐震改修に関する基準によっ

て安全を確認。又は新耐震基準建築物
(S56.6以降)であることを確認。 

 ⅲ 風圧時の軸組長さの規定(令46条4項)に適
合している。 

 ⅳ 屋根ふき材等の緊結。 

 

 

 
 

 □ 

 (釣り合いよい耐力壁等の基準)  令1号ｲ・告第一1号ｲﾛﾆ 

 (1)増築又は改築する部分は現行の法令に適合
させる。 

 □Yes □No 

 (2)既存建築物は、次の全てに適合している。  □Yes □No 
 ⅰ 耐久性等関係規定に適合している。 
 ⅱ 令42条、43条、46条の規定に適合している。 
 ⅲ 屋根ふき材等の緊結。 
 

  

 
Ｅ 現行法令に適合している既存建築物に増築又は改築をする場合の構造規制 

□  (1)増築又は改築する部分は現行の法令に適合させる。  □Yes □No 

 
Ｆ 既存建築物の延べ面積の1/2を超える増築又は改築する場合の構造規制 

□ 
 (1)増築又は改築する部分は現行の法令に適合させる。  □Yes □No 

 (2)既存建築物は、現行の法令に適合している又はさせる。  □Yes □No 
 

 

別紙 


